
1 

2017 年度 経営概況説明会 ─2016〜2018 年度 中期経営計画説明─ 

2018 年 6 ⽉ 7 ⽇ 
代表取締役社⻑ ⼭本 謙 
プレゼンテーション資料: 
https://www.ube-ind.co.jp/ube/jp/ir/ir_library/presentation/pdf/keiei_change_challenge_2018_18060709.pdf 

【P3. 2017 年度決算と 2018 年度業績予想】 

 まず 2017 年度の決算状況と 2018 年度の業績予想を説明し、次に中期経営計画についてご説明します。2017 年度は現中期
経営計画（中計）の最終年度に当たります。その進捗等についてご説明します。 

【P4. ʻ17 年度決算の総括】 

 2017 年度決算です。2017 年度と 2016 年度を⽐較すると、堅調な需要によりナイロンや CPL などの価格是正が進んだこと、原
燃料価格の上昇により製品価格も上がったことにより増収となりました。利益⾯は、⽯炭価格の⼤幅な上昇に最も⼤きく影響を受け、
建設資材とエネルギー・環境は減益となりました。⼀⽅で製品価格⾯は合成ゴムやカプロラクタム（CPL）のスプレッドが改善しまし
た。また電池材料やポリイミドなどの機能品は拡販できました。さらに、2017 年度はアンモニア⼯場の定期修理がなかったので、これも
プラスになりました。全体としては営業増益でした。経常利益、当期利益は過去最⾼益でした。 

 2017 年度の当初計画と⽐較すると、売上⾼は事業ごとにバラつきはあるものの、概ね計画どおりとなりました。営業利益は化学の
⼤きな増益で計画を超過達成しました。2017年度に実施した施策は記載の通りです。すでに完了したものと、2018年度、2019年
度に取り組んでいくものがあります。 

https://www.ube-ind.co.jp/ube/jp/ir/ir_library/presentation/pdf/keiei_change_challenge_2018_18060709.pdf
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【P5. ʼ18 年度の業績予想（主要項⽬）】 

 
 2018 年度の業績予想です。2017 年度⽐ではナイロンなど化学品の拡販や、建設資材、特にセメントの価格是正等を含めて、増
収を⾒込んでいます。ただし合成ゴムのスプレッドは、2017 年度に⽣じた⼀時的な急上昇が落ち着き、通常ベースに戻ると想定して
います。また CPL は、現時点でのスプレッドは良いですが、市況がどのように動くかわからないこともあり、ほぼ 2017 年度並みのスプレッ
ドを想定しています。⽯炭価格は⾼⽌まりするという想定です。これらを考慮し、営業利益は減益を⾒込んでいます。 

 中計対⽐では、売上⾼は概ね計画どおりですが、⽯炭価格の上昇が計画と⼤きく違う点であり、営業利益、経常利益は未達にな
る⾒込みです。 
 
 

【P6. ʻ18 年度業績予想 セグメント別 売上⾼・営業利益（進捗）】 

 
 セグメント別の 2018 年度業績予想です。2018 年度の原計画⽐では、売上⾼では化学が多少未達ですが、それ以外については
ほぼ原計画どおりです。また 2017 年度⽐では増収です。 

 営業利益⾯では、2017 年度⽐では化学が⼤きく落ち込むと予想しております。⼀番⼤きなマイナス要因は合成ゴムのスプレッド低
下です。CPL のスプレッドを 2017 年度より若⼲⼩さくなると想定していること及び、国内のアンモニアのプラントの定期修理もマイナス
要因です。 

 ⼀⽅で、プラス要因はセパレータです。中計の原計画レベルの利益にはなるかと思っています。逆に電解液は、2017 年度にあった
⼀過性のロイヤリティ収⼊がなくなるので、2017 年度⽐では減益になる⾒込みです。 

 中計では、化学は 2018 年度に営業利益 200 億円を⽬指す計画でした。今回の業績予想はそれを上回りますが、計画当時と現
在とでは事業環境がかなり違っていますので、単純に計画達成とは⾔えません。 

 医薬は、⾃社医薬の特許が切れる時期を迎えており、ロイヤリティ収⼊が減ることを⾒込んで減益の予想です。 

 建設資材は、セメント、マグネシア製品の値上げ等を実施しますが、⽯炭価格のさらなる上昇を想定し、営業利益は 2017 年度並
みの予想です。 

 機械は、産機で受注している案件が売上⾼に計上されること、三菱重⼯から射出成形機事業を取得した分の売上⾼が増えること
で、増収になります。その分利益も増えますが、⼀⽅でいろいろな部品の価格も上がってきていますので、これくらいの増益幅になるだ
ろうと考えています。 

 エネルギー・環境は、⽯炭価格の上昇でマイナスの影響を受けます。⼀⽅で 2018 年度は IPP の定修がありませんので、2017 年
度⽐では若⼲の増益と予想しています。 

 全体では 2017 年度⽐で減益であり、2018 年度の原計画に対しても未達ですが、主には建設資材、エネルギー・環境事業部が
⽯炭価格の影響を⼤きく受けることが要因です。 
 
 



3 

【P7.中期経営計画 Change & Challenge 2018 の進捗】 

 
 引き続きまして、中計の進捗をご説明します。 
 
 

【P8. 中⻑期的な経営⽅針】 

 
 経営⽅針は変えていません。最も重視するものは、やはり「化学部⾨の復活」です。⻑期の取り組みとしては、「資源・エネルギー・
地球環境問題への対応と貢献」です。 
 
 

【P9. 事業ポートフォリオ】 

 
 事業ポートフォリオです。位置づけ等は変えていません。中計ではポリイミドと電解液を再⽣・再構築事業に位置づけましたが、直近
２年の傾向や 2018 年度の取り組み等を考慮すると、再⽣・再構築事業からは脱却しただろうとみています。ただ、これらをどのような
位置づけにするかは次期中計で決めようと考えています。 
 
 

【P10. 志向する事業ドメイン】 

 
 志向する事業ドメインです。これも変えていません。⽩抜きが既存事業、カラーで⽰しているのが新規事業、育成事業です。それぞ
れ進展していますが、全体としては当初の計画よりは遅れていると認識しています。 
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【P11. 事業ポートフォリオ別 売上⾼・営業利益（進捗）】 

 
 事業ポートフォリオ別の売上⾼、営業利益です。売上⾼はほぼ原計画並みになるだろうとみております。 

 営業利益は、2017 年度実績が原計画とほぼ同じ傾向になりました。しかし、残念ながら 2018 年度は未達の予想です。 

 積極拡⼤事業が 2018 年度⽐で悪化する理由は、合成ゴムの落ち込みと、CPL 価格上昇によるナイロンの苦戦です。⼀⽅、セパ
レータは概ねこの計画どおりの⽔準になるだろうとみています。 

 基盤事業は中計対⽐で未達ですが、これはセメント事業が⽯炭価格の影響を⼤きく受けるためです。 

 再⽣・再構築事業は計画どおりに進めることができたと思います。 

 育成分野の進捗は少し遅れています。 
 
 

【P12. 設備投資・投融資とキャッシュフロー計画（進捗）】 

 
 設備投資・投融資とキャッシュフローの計画です。中計では設備投資・投融資で 1,500 億円と設定しています。３カ年のフリー・キャ
ッシュフロー260 億円という計画を⽴てましたが、2018 年度の予想まで含めると、約 600 億円のフリー・キッシュフローが出るだろうと⾒
込んでいます。 

 その理由の１つは営業キャッシュフローです。2017年度は⼤幅な営業増益となりました。また1,500億円の投資・投融資計画に対
し、現時点では約 1,350 億円と、想定を下回っています。事業環境が変わったために投資を⾒直したことや、M&A 等に良いテーマが
⾒つからなかったことが理由です。⼤幅に増えたキャッシュをどう使うかが課題です。柔軟に検討していこうと思っています。 
 
 

【P13. セグメント別事業戦略（環境変化、実施状況と今後）】 

 
 セグメント別、事業別にご説明します。 
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【P14. 化学カンパニー】 

 
 化学カンパニーです。中計における基本的なテーマは、化学部⾨を完全復活させることと、次期中計に向かっての成⻑ドライバーを
明確にすることです。積極拡⼤事業はいろいろ投資をしたり、ビジネスモデルを変えたりしています。再⽣・再構築事業は、ポリイミドと
電解液を再⽣させます。⻑期的なテーマとして、「汎⽤製品から UBE ならではの価値を付加した製品あるいはサービスへシフト」を掲
げています。 

 数字だけ⾒ますと、2017 年度は外部環境にも恵まれて⾮常によかったと⾔えます。「営業利益 200 億円」という⽬標はクリアしまし
た。しかしこれで本当に完全復活と⾔えるかというと、まだ疑問が残ります。再⽣・再構築事業は計画どおりにそこから脱却できたと思
いますが、積極拡⼤事業はその全てが計画どおりに進捗しているわけではないからです。 

 2018 年度の課題は、品質保証体制の抜本的な改善と、これに関連するリスク管理です。これは化学カンパニーだけでなく全社で
取り組む課題として強化していきます。 

 旺盛な需要に応えるための安定⽣産も 2018 年度の課題の 1 つです。またこれも⻑期的な取り組みですが、ICT 等の活⽤や⼈材
育成にも取り組んでいきます。 
 
 

【P15. 合成ゴム事業部】 

 
 合成ゴム事業は、戦略顧客との連携を強めていきながら付加価値製品を増やすという基本的な戦略を、⼀貫して続けています。
前中計から続く⼤きなテーマが、タイ、マレーシア、千葉の３拠点で付加価値品を⽣産できるようにすること、すなわちマルチサプライ化
することです。新しい製品、グレードの開発は常に続けています。 

 マレーシアは 2017 年の後半から⽣産が安定しており、⾜元はフル稼働を維持できています。今後は、2020 年ごろの稼働を⽬指し、
２万 2,000 トンの増産と、VCR の⽣産体制の整備に取り掛かります。 

 少し遅れて、タイではデボトル、及び増設を考えております。 

 第 5 ⼯場は⼤⻄洋沿岸、つまりヨーロッパかアメリカあたりで検討しています。2025 年ごろには、それらを全て合わせて年産 45 万ト
ン規模の⽣産能⼒を備えたいと考えています。我々が⽬指すのは付加価値品を主とした合成ゴムのグローバルサプライヤーです。その
ためには第 5 ⼯場が必須です。 
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【P16. ナイロン・ラクタム・⼯業薬品事業部】 

 
 ナイロン・ラクタム・⼯業薬品事業部です。ナイロンの⽣産量を増やす、CPL の⾃家消費⽐率を上げるというのが⼀貫した⽅針です。
CPL 市況がよくなってはいますが、この⽅針を変えるつもりはありません。その⽅針のもと、2016 年度、2017 年度では、スペインにおけ
るナイロンの４万トン増産、ナイロンコンパウンド設備の⽴ち上げ、新グレード・製品の開発に取り組みました。 

 ⼀⽅で、射出グローバルコンパウンドは計画未達です。苦戦してはいますが、やめるつもりはありません。海外の CPL メーカーは下流
へ進出してきており、ナイロン樹脂から、さらにその下流のフィルムまで⼿掛けるメーカーも出てきています。ナイロンの需要は増えていき
ますが、競争も厳しくなるだろうとみております。 

 2018 年度はこれまでの設備投資の成果の刈り取りがメインになろうかと思います。 
 
 

【P17. ナイロン・ラクタム⼯業薬品事業部(2)】 

 
 CPL 事業と⼯業薬品事業です。CPL はナイロンの原料であると位置づけ、コストを下げるために 2016 年度、2017 年度でいろい
ろな投資をしてまいりました。2018 年度の課題はその成果を出すことです。 

 硫安は、⼤粒品を増設する⼀⽅で、従来は関係会社経由だった販売を当社からの直接販売へと、商流を⾒直します。 

 ⼯業薬品事業は、設備が⽼朽化しており、維持コストが上がっています。また物流コストも上がっています。需要は堅調ですので、
製品値上げでこれをカバーします。 
 
 

【P18. 電池材料・ファイン事業部 - セパレータ -】 

 
 電池材料のセパレータです。製品開発とコストダウンに取り組む⼀⽅で、⽣産能⼒の増強と拡販を進めています。2018 年の春から
堺⼯場で新設備が稼働したことで、2017 年度⽐ 25％の能⼒増になりました。2016 年度にも増強していますので、毎年増強してき
たことになります。今後は 2020 年稼働を⽬指して、2018 年度⽐ 40％アップの増強を検討しています。 

 いずれにしても、乾式・塗布型という強みを評価していただいたお客様に納⼊するというのが我々のスタンスであり、能⼒を拡⼤して
からシェアを取るという⽅針ではありません。利益⾯でも 2017 年度は⿊字になっており、2018 年度はさらに増益になるとみています。 
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【P19. 電池材料・ファイン事業部 - 電解液 -】 

 
 電池材料の電解液です。電解液もセパレータ同様に価格競争は⾮常に厳しいです。セパレータはプラントを建設するたびに新しい
⽣産技術でコストを下げていますが、電解液はそうした余地がなかなかありません。原料の調達価格で決まってしまう⾯があり、価格
的には⾮常に厳しい競争を強いられます。そのため、中国の⼯場を三菱ケミカルとの JV にしました。JV は 2018 年１⽉から稼働を開
始しています。⾜元までは⾮常に好調で、⼤幅な収益改善が⾒込める状況です。ただし JV は持分法適⽤会社ですので売上⾼、
営業利益には反映されず、経常利益に計上されます。そのため売上⾼は 2017 年度⽐で減収になります。ただ、中国事業は⾚字で
したので、営業利益は改善します。いずれにしても電解液事業は、この JV をベースにして、グローバルでの三菱ケミカルとの連携強化
を⽬指します。 
 
 

【P20. 電池材料・ファイン事業部 - ⾼機能コーティング -】 

 
 ⾼機能コーティング事業です。PCD を中⼼として環境にやさしいコーティング事業の拡⼤に取り組んでおり、PCD は世界 3 拠点で
⽣産しています。PCD は製法を改善したことで 2017 年度に⽣産能⼒を３割増やすことができましたので、2018 年度は増収になり
ます。⼀⽅で、その下流の PUD は苦戦しています。お客様の⽤途が⾮常にニッチであること、製品化のハードルが⾼いこと、我々の技
術⼒が不⾜していることなどにより、中計の原計画からはかなり未達状態が続いています。そのため PUD だけにこだわらず、また⾃前
主義にこだわらず、PCD を核としつつも幅広くビジネスモデルを変えていこうと考えています。 
 

 以上４つを化学部⾨における積極拡⼤事業として、重点的に投資を⾏っていきます。 
 
 

【P21. ポリイミド・機能品事業部 - ポリイミド -】 

 
 ポリイミドは、2017 年度に⼤きく売上⾼が増加しました。2016 年度までは⻑らく低迷していましたが、開発対象を絞って開発コスト
を下げる、設備の減損を⾏う、事業に係るトータルコストを下げるなど、いろいろな努⼒をしてきました。そのような中で、新しいスマート
フォンが多く出た、OLED のフレキシブルディスプレイが増えたといった事業環境の良さも貢献して、⼤幅に利益が改善しました。 

 2018 年度は、スマートフォンなどの需要が 2017 年度並みにはならないだろうと⾒込んでいます。ただ、それを代替する製品もそろえ
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てきていますので、何とか前年度並みの業績にはできるのではないかとの⾒通しです。 

 今後は OLED フレキシブルディスプレイ向け、特に中国向けで、ワニスが伸びるだろうと思っています。⼀⽅で新しいグレードのフィルム
や、新しい⼯法に対応したフィルムなども開発して、順次投⼊していきたいと考えています。 
 
 

【P22. ポリイミド・機能品事業部 – セラミックス・分離膜 -】 

 
 セラミックス・分離膜です。セラミックスは航空機⽤エンジンや EV ⽤回路基板の市場が少しずつ伸びていますので、それにキャッチアッ
プしていきます。分離膜は、2017 年度は売上⾼が⾮常に増加して、2018 年度もさらに増える⾒込みです。2017 年度は資源開発
向けの防爆⽤途が復活してきましたし、それに向けた新グレードを投⼊しています。また新規⽤途としては航空機向けも着実に伸びて
いますし、バイオガス向けも伸びています。さらにロシアの天然ガス関係の⼤型プロジェクトも受注しています。2018 年度はこのような製
品の拡販を進めていきます。 
 
 

【P.23 研究開発 - 育成事業＆新規事業 -】 

 
 化学の研究開発です。育成事業は基本的に変わっておりませんが、「ポリイミド多孔質膜を⽤いた新規培養技術」は、2018 年度
中に特定のお客様へ向けサンプル出荷を開始します。我々はこれを細胞の培養効率を⼤幅に向上させることができる技術であると考
えており、事業化を進めます。 
 
 

【P24. 医薬事業部 創薬】 

 
 医薬事業です。医薬事業の柱は「創薬」と「原薬・中間体の製造販売」の⼆つです。創薬につきましては、既存品の特許切れとい
う問題を抱えており、次の薬をいかに⽣み出すかが以前からのテーマです。緑内障治療薬とそう痒症治療薬は順調にゴールに向かっ
て進んでいます。ただ、これが本当に上市できるのは次々中計かと思いますので、その間は、「原薬・中間体の製造販売」で耐えること
になろうかと思います。繊維症治療薬はキュラディムファーマに導出したことを先般発表しました。他にも「卵」段階のものがあります。 

 創薬のパイプラインをいかに充実させていくかが、医薬事業のビジネスのモデルです。 
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【P.25 医薬事業部 原薬・中間体製造販売】 

 
 原薬・中間体製造につきましては、いかに少量・多品種⽣産にシフトするかが課題です。2016 年度、2017 年度で上流のサプライ
チェーンを拡⼤したことによりコストダウンができていますので、少量多品種の⽣産体制の確⽴に注⼒していきます。 
 
 

【P.26 建設資材カンパニー - 事業環境 -】 

 
 建設資材カンパニーです。当初の計画とは相当かけ離れた状況になっています。中計を⽴案した時点では、国内需要はオリンピック
に向かって増えるとみていましたが、全く増えていません。⼀⽅で⽯炭価格は⼤幅に上がってしまいました。こうした逆⾵のため、なかな
か計画通りには進んでいません。こうした状況を前提にして次期中計に向けた検討をしています。ひとまず今年度は、セメントの値上
げで事業収益を確保します。 
 
 

【P.27 建設資材カンパニー - 中計進捗 -】 

 
 建設資材カンパニーの基盤になる事業です。基本的に建設資材事業においては、基盤になる事業は規模が⼤きく、新たな事業は
規模が⼩さいです。そのため基盤になる事業をどう充実させていくかが基本的な戦略になります。 

 セメント・⽣コン・リサイクル事業について。伊佐⼯場で⼤きな設備投資を進めています。排熱発電設備が 2019 年度末、廃プラ類
処理設備が 2018 年度稼働予定です。これらで合理化を進めていきます。 

 ⽯灰⽯・カルシア・マグネシア事業について。2018 年度出鉱予定で次の鉱⼭の開発を進めています。また、宇部マテリアルズの古い
設備のリニューアルを計画的に続けています。これは 2019 年度まで継続します。 

 建材事業について。2018 年 4 ⽉で、宇部興産の建材事業を宇部興産建材㈱に統合しました。これで事業をスリム化し、環境変
化への対応をよりフットワーク良く進めていきます。新たな商品として「有機系の建築・インフラ⽤化学品」を挙げています。これは化学
と建設資材の研究開発を⼀体にした組織で開発をしています。 
 
 
  



10 

【P.28 建設資材カンパニー - 中計進捗(2) -】 

 
 建設資材カンパニーは何を新たに展開するか、です。⽅針は「事業エリアの拡⼤」と「事業領域の拡⼤」の２つです。 

 事業エリアの拡⼤は、セメントの安定輸出先をいかに確保するかがカギです。2016 年度から 2017 年度にかけて Tokyo Cement

（スリランカ）の株式を取得しました。タイでは、宇部マテリアルズの⾃動⾞向け樹脂フィラー「モスハイジ」の⼯場建設に着⼿しました。
2019 年度の稼働予定です。また、宇部興産海運は以前から船舶の技術コンサル等を⼿掛けていますが、インドネシアの会社との
JV でそれを拡⼤していきます。 

 事業領域の拡⼤は、やはり環境資材がカギです。⽔質改善、⼟壌改善、あるいは⼤気の改善等に資するいろいろな商品の拡⼤
に努めていきたいと思っています。 
 
 

【P.29 機械カンパニー - 製品事業の商品⼒強化・拡充 -】 

 
 機械カンパニーの製品事業です。 

 成形機事業について。⾃動⾞の燃費規制強化や EV 化が世界的に進んでいますが、これによって⾃動⾞の部材に変化が⽣じます。
ダイカストマシン事業では、これをチャンスとして、対応した製品を開発・投⼊していきます。あるいは、他社との協業をさらに深めること
で、事業を拡⼤していきます。射出成形機事業は、三菱重⼯との事業統合の効果をいかに出すかがカギです。「ブランドの統⼀」、
「アメリカでの組み⽴て⼯場拡張」、「さらなる競争⼒強化のための事業運営の⼀体化」を挙げています。 

 産機事業について。国内の IPP 発電設備と、バイオマス発電等に付随する設備を受注しています。売り上げは⼯事進⾏基準で計
上されますので、きちんと管理して、無駄なコストが出ないようにするということがポイントです。ただしこれは⼀過性の案件です。そのた
め、それが過ぎたあとの産機事業の柱となる製品、あるいはビジネスモデルをつくることが、これからの課題です。 
 
 

【P.30 機械カンパニー - 機械サービス事業の収益向上 -】 

 
 機械カンパニーのサービス事業です。機械カンパニーの利益の７割はサービス事業によるものです。つまりサービスを拡⼤すると利益
が増加するということです。特に東南アジア地域はまだまだサービス事業を⼿掛けていないので、増員により事業を拡⼤します。⼀部で
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は他社製品のメンテナンスにも取り組んでいます。また、三菱重⼯の射出成形機部⾨は海外にサービス拠点を幾つも持っていました。
これまででそのうちの半分とは拠点統合しました。残りの半分との統合を 2018 年度中に実施します。このようにサービス事業を強化し、
利益を増やしていきます。 
 
 

【P.31 エネルギー・環境事業部】 

 
 エネルギー・環境事業です。この事業は⻑期的な⽬線で取り組む事業です。競争⼒のあるエネルギーを安定供給する⼀⽅で、⽯
炭に対する逆⾵も踏まえ、地球温暖化の問題に対応していきます。 

 ⽯炭事業について。事業環境としてはあまり良くないですが、⽯炭需要がなくなるわけではありません。⽯炭が値上がりするということ
はそれだけ需要があるということです。コールセンターの効率的運⽤や、J-Power、⼤阪ガス、宇部興産の３社で取り組んでいる新し
い発電所の計画を推進していきます。 

 電⼒事業について。IPP の⻑期契約が 2019 年の３⽉に終了し、⾃由に販売できるようになります。これによって利益が⼀定程度
増えるだろうとみています。 

 バイオマス燃料事業について。トレファイドペレットの実証設備の建設がスタートしました。2019 年秋には⽣産を開始し、⽯炭ととも
に当社の IPP の燃料として利⽤します。当社での利⽤を通じて「⽯炭との混合保管・輸送・粉砕・混焼」というビジネスモデルを実証
しつつ、ノウハウを積み重ねながら、市場ニーズを⾒きわめて事業を⼤きくしていきたいと思っています。 
 
 

【P.32 - 資源・エネルギー・地球環境問題への対応と貢献 -】 

 
 中計のもう⼀つの⼤きなテーマである「資源エネルギー・地球環境問題への対応と貢献」です。我々は GHG の排出量について削
減⽬標を⽴てております。2017 年度は 2016 年度より少しですが削減しています。2021 年度の⽬標は何とか達成したいと考えてい
ます。また同時に環境貢献型事業の総売上⾼を増やす取り組みを⾏っており、2017 年度は⼀定の結果が出ました。 
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【P.33 株主還元の考え⽅】 

 
 最後に株主還元の考え⽅です。 
 
 

【P.34 株主還元の考え⽅】 

 
 株主還元の考え⽅は、従来と変わっておりません。まず１番は、業績にかかわらず安定して配当するということ。⼀⽅で財務の健全
性や、将来投資への備えもバランスとして必要だと考えています。キャッシュフローの状況に応じて⾃⼰株式の取得も⾏います。 

 連結総還元性向は 30％以上を原則とするという⽅針は変えておりません。2016 年度は⾃⼰株式の取得を⾏いましたので、総還
元性向は 36％でした。現在、2017 年度の配当は 75 円を予定していますが、それだけですと 25％です。⾃⼰株式の取得も、今後
のキャッシュフローの⾒込みによっては考えていくべきかと思っています。 
 
 

（終了） 


